
平成 14年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成 13年 11月 22日

上   場   会   社   名   大建工業株式会社 上場取引所 東 大

コード番号      7905 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 常務取締役 富山県

　　　　　　  氏　　        名　　　藤井　克巳 TEL (06) 6452 - 6345
中間決算取締役会開催日　　平成 13年 11月 22日 中間配当制度の有無　　有

中間配当支払開始日　　      平成 13年 12月 14日

１. 13年 9月中間期の業績（平成 13年 4月 1日 ～ 平成 13年 9月 30日）
(1)経営成績 (注）金額は百万円未満を四捨五入して表示しています。

　　　　  売   上   高 　   　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年 9月中間期 87,669 △ 5.8 1,374 △ 1.2 1,654 △ 25.7
12年 9月中間期 93,069 2.5 1,390 0.7 2,225 36.3
13年 3月期 182,763 3,238 4,337

     中間(当期）純利益 　      １ 株 当 た り 中 間

         ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭

13年 9月中間期 641 - 4.90
12年 9月中間期 △ 7,178 - △ 54.24
13年 3月期 △ 7,857 △ 59.69
(注)①期中平均株式数    13年 9月中間期   130,875,219 株   12年 9月中間期   132,339,052 株   13年 3月期   131,634,469 株

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円　銭 円　銭

13年 9月中間期 3.75 －
12年 9月中間期 3.75 －
13年 3月期 － 7.50

(3)財政状態
       　総  資  産        株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年 9月中間期 164,500 47,581 28.9 363.56
12年 9月中間期 161,127 49,622 30.8 377.75
13年 3月期 169,711 48,293 28.5 369.00
(注)期末発行済株式数    13年 9月中間期   130,875,219 株   12年 9月中間期   131,363,219 株   13年 3月期   130,875,219 株

２. 14年 3月期の業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　経　常　利　益 　当　期　純　利　益   １株当たり年間配当金

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 178,000 3,300 1,300 3.75 7.50
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   9 円 93 銭 
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 ９ 中間財務諸表等 
   ①中間貸借対照表 

（単位：百万円） 

前事業年度の 

要約貸借対照表 
前中間会計期間末 

（平成 12 年 9 月 30 日現在） 

当中間会計期間末 

（平成 13 年 9 月 30 日現在） 
（平成 13 年 3 月 31 日現在） 

 

               期   別 

 科  目 

 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

（資産の部）   ％   ％   ％ 

Ⅰ 流動資産          

 １ 現金及び預金  ５，９７７   １４，４８９   ８，６０２  

 ２ 受取手形  １６，９６７   １４，８４３   ２１，８２４  

 ３ 売掛金  ３３，４８３   ２９，９９０   ２８，７７８  

 ４ 有価証券  １，０９７   １，２００   ２，９００  

 ５ 棚卸資産  ２５，０８７   ２７，３４５   ２５，７３３  

 ６ 短期貸付金  ２，９５９   ４，３９８   ４，９５８  

 ７ 繰延税金資産  １，４３３   １，２８０   １，８１５  

 ８ 繰延為替ヘッジ損失  ９７   ―   ―  

 ９ その他  １，８２１   ３，２８１   ２，１７０  

   貸倒引当金  △  ２２４   △  １５９   △  １９６  

流動資産合計  ８８，６９７ ５５．０  ９６，６６７ ５８．８  ９６，５８４ ５６．９ 

Ⅱ 固定資産          

 １ 有形固定資産          

 （１）建物 ８，６４６   ８，１１７   ８，３８３   

 （２）機械及び装置 １３，４４２   ７，８３４   １２，４１６   

 （３）土地 １０，３６４   １０，３４０   １０，３４０   

 （４）建設仮勘定 ２８０   ８７８   ４９１   

 （５）その他 ２，２２６   ２，３０２   ２，１９１   

計 ３４，９５８   ２９，４７１   ３３，８２１   

 ２ 無形固定資産          

 （１）ソフトウェア ４１５   ４４７   ３１０   

 （２）その他 １１０   １０２   １０９   

計 ５２５   ５４９   ４１９   

 ３ 投資その他の資産          

 （１）投資有価証券 １４，１６１   １３，９８２   １４，９０３   

 （２）長期貸付金 １８，０６０   １８，６２４   １９，０６１   

 （３）繰延税金資産 ５，２５６   ５，９２８   ５，３７０   

 （４）その他 ３，３９０   ３，０７２   ３，４３３   

   貸倒引当金 △３，９２０   △３，７９３   △３，８８０   

計 ３６，９４７   ３７，８１３   ３８，８８７   

固定資産合計  ７２，４３０ ４５．０  ６７，８３３ ４１．２  ７３，１２７ ４３．１ 

資産合計  １６１，１２７ １００．０  １６４，５００ １００．０  １６９，７１１ １００．０ 
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（単位：百万円） 

前事業年度の 

要約貸借対照表 
前中間会計期間末 

（平成 12 年 9 月 30 日現在） 

当中間会計期間末 

（平成 13 年 9 月 30 日現在） 
（平成 13 年 3 月 31 日現在） 

 

                期   別 

 科   目 

 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

（負債の部）    ％   ％   ％ 

Ⅰ 流動負債           

 １ 支払手形  ２１，６６８   ２０，６１７   ２１，４４４   

 ２ 買掛金  １６，３８７   １９，３２３   １７，７８２   

 ３ 短期借入金  １９，６９２   ２０，７５９   ２０，５６４   

 ４ 一年以内に償還予定       

   の転換社債 
 ― 

  
１，２５４ 

  
１，２５４ 

  

 ５ 未払金  ２０，３９９   ２０，２９４   ２２，３４３   

 ６ 未払法人税等  ４０   ３９   ７９   

 ７ 賞与引当金  １，７９５   １，４７４   １，６１４   

 ８ 繰延ヘッジ利益  ―   ６５２   ６３３   

 ９ その他  ３，８３４   ２，７７７   ２，７４７   

流動負債合計   ８３，８１５ ５２．０  ８７，１８９ ５３．０  ８８，４６０ ５２．１ 

Ⅱ 固定負債           

 １ 転換社債  １，２５４   ―   ―   

 ２ 長期借入金  １８，２０９   ２２，０５４   ２５，３０９   

 ３ 退職給付引当金  ５，０８５   ４，５４２   ４，５１１   

 ４ 債務保証損失引当金  ２，５００   ２，５００   ２，５００   

 ５ その他  ６４２   ６３４   ６３８   

固定負債合計   ２７，６９０ １７．２  ２９，７３０ １８．１  ３２，９５８ １９．４ 

負債合計   １１１，５０５ ６９．２  １１６，９１９ ７１．１  １２１，４１８ ７１．５ 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   １３，１５０ ８．２  １３，１５０ ８．０  １３，１５０ ７．７ 

Ⅱ 資本準備金   １１，８５１ ７．３  １１，８５１ ７．２  １１，８５１ ７．０ 

Ⅲ 利益準備金   ２，６１１ １．６  ２，７０９ １．６  ２，６６０ １．６ 

Ⅳ その他の剰余金           

 １ 任意積立金  ２６，０１５   １８，９２８   ２６，０１５   

 ２ 中間（当期）未処分利益  △４，００５   １，８０５   △５，３８３   

その他の剰余金合計   ２２，０１０ １３．７  ２０，７３３ １２．６  ２０，６３２ １２．２ 

Ⅴ その他有価証券評価     

差額金   
― ― 

 
△  ８６２ △０．５ 

 
― ― 

Ⅵ 自己株式   ― ―  △    ０ △０．０  ― ― 

資本合計   ４９，６２２ ３０．８  ４７，５８１ ２８．９  ４８，２９３ ２８．５ 

負債資本合計   １６１，１２７ １００．０  １６４，５００ １００．０  １６９，７１１ １００．０ 
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  ②中間損益計算書 

（単位：百万円） 

前事業年度の 
前中間会計期間 当中間会計期間 

要約損益計算書 

（自 平成 12 年 4 月 1 日 （自 平成 13 年 4 月 1 日 （自 平成 12 年 4 月 1 日 

至 平成 12 年 9 月 30 日） 至 平成 13 年 9 月 30 日） 至 平成 13 年 3 月 31 日） 

 

                期   別 

 

 科   目 

 金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 百分比 

    ％   ％   ％ 

Ⅰ 売上高   ９３，０６９ １００．０  ８７，６６９ １００．０  １８２，７６３ １００．０ 

Ⅱ 売上原価   ７４，７８１ ８０．３  ６９，９８５ ７９．８  １４６，７１７ ８０．３ 

売上総利益   １８，２８８ １９．７  １７，６８４ ２０．２  ３６，０４６ １９．７ 

Ⅲ 販売費及び一般管理費   １６，８９８ １８．２  １６，３１０ １８．６  ３２，８０８ １７．９ 

営業利益   １，３９０ １．５  １，３７４ １．６  ３，２３８ １．８ 

Ⅳ 営業外収益   １，６０２ １．７  １，０９８ １．３  ２，９６７ １．６ 

Ⅴ 営業外費用   ７６７ ０．８  ８１８ ０．９  １，８６８ １．０ 

経常利益   ２，２２５ ２．４  １，６５４ １．９  ４，３３７ ２．４ 

Ⅵ 特別利益   ７，２４４ ７．８  ３，２１７ ３．７  ７，４０４ ４．０ 

Ⅶ 特別損失   ２１，４７０ ２３．１  ３，５７３ ４．１  ２４，８２０ １３．６ 

 税引前中間（当期）純利益   △１２，００１ △１２．９  １，２９８ １．５  △１３，０７９ △７．２ 

 法人税、住民税及び事業税  ２１７   ５６   ３１４   

 法人税等調整額  △５，０４０ △４，８２３ △５．２ ６０１ ６５７ ０．８ △５，５３６ △５，２２２ △２．９ 

 中間（当期）純利益   △７，１７８ △７．７  ６４１ ０．７  △７，８５７ △４．３ 

 前期繰越利益   ３，６１６   １，１６４   ３，６１６  

 利益による自己株式消却額   ４４３   ―   ６００  

 中間配当額   ―   ―   ４９３  

 中間配当に伴う利益        

 準備金積立額   
― 

  
― 

  
４９ 

 

中間（当期）未処分利益   △４，００５   １，８０５   △５，３８３  
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 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

 （自 平成 12 年 4 月 1 日 （自 平成 13 年 4 月 1 日 （自 平成 12 年 4 月 1 日 

 至 平成 12 年 9 月 30 日） 至 平成 13 年 9 月 30 日） 至 平成 13 年 3 月 31 日） 

 １．資産の評価基 （１）棚卸資産 （１）棚卸資産 （１）棚卸資産 

 準及び評価方法  移動平均法による原価基準によって 同左 同左 

 いる。   

 （２）有価証券 （２）有価証券 （２）有価証券 

  売買目的有価証券  売買目的有価証券  売買目的有価証券 

  ・・・時価法（売却原価は移動平均法  ・・・同左  ・・・同左 

    により算定している。）   

  満期保有目的の債券  満期保有目的の債券  満期保有目的の債券 

  ・・・償却原価法  ・・・償却原価法（定額法）  ・・・同左 

  子会社株式及び関連会社株式  子会社株式及び関連会社株式  子会社株式及び関連会社株式 

  ・・・移動平均法による原価法  ・・・同左  ・・・同左 

  その他有価証券  その他有価証券  その他有価証券 

   時価のあるもの   時価のあるもの   時価のあるもの 

   ・・・移動平均法による原価法  ・・・中間決算日の市場価格等に基づ   ・・・移動平均法による原価法 

     く時価法（評価差額は全部資本直  

     入法により処理し、売却原価は移  

     動平均法により算定）  

   時価のないもの   時価のないもの   時価のないもの 

   ・・・移動平均法による原価法   ・・・同左   ・・・同左 

 （３）デリバティブ （３）デリバティブ （３）デリバティブ 

  ・・・時価法  ・・・同左  ・・・同左 

    

 ２．固定資産の減 （１）有形固定資産 （１）有形固定資産 （１）有形固定資産 

 価償却の方法   定率法を採用している。     定率法（ただし、平成 10 年 4 月 1 日   同左 

   ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に  以降に取得した建物（附属設備を除く  

  取得した建物（附属設備を除く）につ  ）については定額法）を採用している。  

  いては、定額法を採用している。   なお、主な耐用年数は以下のとおり  

   である。  

    建物及び構築物 3～60 年  

    機械装置及び運搬具 4～15 年  

 （２）無形固定資産 （２）無形固定資産 （２）無形固定資産 

   定額法を採用している。   同左   同左 

   なお、自社利用のソフトウェアについ   

  ては、社内における利用可能期間（5   

  年）に基づく定額法を採用している。   

 （３）長期前払費用 （３）長期前払費用 （３）長期前払費用 

   定額法を採用している。   同左   同左 
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 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

 （自 平成 12 年 4 月 1 日 （自 平成 13 年 4 月 1 日 （自 平成 12 年 4 月 1 日 

 至 平成 12 年 9 月 30 日） 至 平成 13 年 9 月 30 日） 至 平成 13 年 3 月 31 日） 

 ３．引当金の計上 （１）貸倒引当金 （１）貸倒引当金 （１）貸倒引当金 

 基準   一般債権については貸倒実績率に   同左   同左 

  より、貸倒懸念債権等特定の債権に   

  ついては個別に回収可能性を検討し   

  、回収不能見込額を計上している。   

 （２）賞与引当金 （２）賞与引当金 （２）賞与引当金 

   従業員に対して支給する賞与の支   同左   同左 

  出に充てるため、支給見込額に基づき   

  計上している。   

 （３）退職給付引当金 （３）退職給付引当金 （３）退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当   従業員の退職給付に備えるため、当   従業員の退職給付に備えるため、当 

  事業年度末における退職給付債務及  事業年度末における退職給付債務及  事業年度末における退職給付債務及 

  び年金資産の見込額に基づき、当中  び年金資産の見込額に基づき、当中  び年金資産の見込額に基づき当事業 

  間会計期間末において発生している  間会計期間末において発生している  年度末において発生していると認めら 

  と認められる額を計上している。  と認められる額を計上している。  れる額を計上している。 

   なお、会計基準変更時差異（１２，０７   過去勤務債務は、その発生時の従   なお、会計基準変更時差異（１２，０７ 

  ８百万円）については、当中間会計期  業員の平均残存勤務期間以内の一定  ８百万円）については、当事業年度に 

  間において、投資有価証券（時価１０，  の年数（３年）による定額法により費用  おいて、投資有価証券（時価１０，８０７ 

  ８０７百万円）を退職給付信託に拠出  処理している。  百万円）を退職給付信託に拠出するこ 

  することにより同額を一時に費用処理   数理計算上の差異は、各事業年度  とにより同額を一時に費用処理するほ 

  するほか、残額（１，２７１百万円）につ  の発生時における従業員の平均残存  か、残額（１，２７１百万円）についても 

  いてその 1/2 を費用処理している。 勤務期間以内の一定の年数（１０年）  一括費用処理している。 

   により按分した額をそれぞれ発生の翌  

   事業年度から費用処理することとして  

   いる。  

 （４）債務保証損失引当金 （４）債務保証損失引当金 （４）債務保証損失引当金 

   連結子会社への債務保証等に係る   同左   同左 

  損失に備えるため、被保証者の財政   

  状態等を勘案し、損失負担見込額を   

  計上している。   

    

 ４．外貨建の資産  外貨建金銭債権債務は、中間決算日  同左  外貨建金銭債権債務は、期末日の直 

 又は負債の本邦 の直物為替相場により円貨に換算し、  物為替相場により円貨に換算し、換算 

 通貨への換算基 換算差額は損益として処理している。  差額は損益として処理している。 

 準    

    

 ５．リース取引の  リース物件の所有権が借主に移転す  同左  同左 

 処理方法 ると認められるもの以外のファイナンス・   

 リース取引については、通常の賃貸借   

 取引に係る方法に準じた会計処理によ   

 っている。   
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 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

 （自 平成 12 年 4 月 1 日 （自 平成 13 年 4 月 1 日 （自 平成 12 年 4 月 1 日 

 至 平成 12 年 9 月 30 日） 至 平成 13 年 9 月 30 日） 至 平成 13 年 3 月 31 日） 

 ６．ヘッジ会計の ①ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 

 方法 繰延ヘッジ処理を採用している。 繰延ヘッジ処理を採用している。なお 同左 

  、為替予約及び通貨オプションにつ  

  いては振当処理の要件を満たしてい  

  る場合は振当処理を、金利スワップに  

  ついては特例処理の要件を満たして  

  いる場合は特例処理を採用している  

  。  

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 為替予約及び通貨オプションを手段 為替予約及び通貨オプションを手段 同左 

 とし、外貨建債権・債務及び外貨建 とし、外貨建債権債務及び外貨建予  

 予定取引を対象としている。 定取引を対象としている。金利スワッ  

  プを手段とし、借入金を対象としてい  

  る。  

 ③ヘッジ方針 ③ヘッジ方針 ③ヘッジ方針 

 当社の内部規定である「リスク管理方 同左 同左 

 針」に基づき、為替変動リスクをヘッジ   

 している。   

  ④ヘッジ有効性評価の方法 ④ヘッジ有効性評価の方法 

  ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動 同左 

  の累計又は相場変動とヘッジ手段の  

  キャッシュ・フロー変動の累計又は相  

  場変動を半期ごとに比較し、両者の  

  変動額等を基礎にして、ヘッジ有効  

  性を評価している。ただし、特例処理  

  によっている金利スワップについては  

  、有効性の評価を省略している。  

    

 ７．その他中間財 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

 務諸表作成のた   消費税及び地方消費税の会計処理   同左   同左 

 めの基本となる   は、税抜方式によっている。   

 重要な事項    
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 表示方法の変更 

前中間会計期間 当中間会計期間 

（自 平成 12 年 4 月 1 日 （自 平成 13 年 4 月 1 日 

至 平成 12 年 9 月 30 日） 至 平成 13 年 9 月 30 日） 

  

 （中間貸借対照表関係）  

 「未払金」は前中間期まで、流動負債の「その他」に含めて表示してい ― 

たが、当中間期末において負債・資本の総額の100 分の5 を超えたため  

区分掲記した。  

 なお、前中間期末の「未払金」の金額は２，６１８百万円である。  
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 追加情報 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業会計年度 

（自 平成 12 年 4 月 1 日 （自 平成 13 年 4 月 1 日 （自 平成 12 年 4 月 1 日 

至 平成 12 年 9 月 30 日） 至 平成 13 年 9 月 30 日） 至 平成 13 年 3 月 31 日） 

   

 （退職給付会計）   （退職給付会計） 

 当中間会計期間から退職給付に係る会計基 ―  当期から退職給付に係る会計基準（「退職給 

準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する  付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企 

意見書」（企業会計審議会 平成 10 年 6 月 16  業会計審議会 平成 10 年 6 月 16 日））を適用 

日））を適用している。この結果、従来の方法に  している。この結果、従来の方法によった場合と 

よった場合と比較して、退職給付費用が１１，７  比較して、退職給付に係る費用が１２，３８０百 

９２百万円増加し、経常利益は３４９百万円少な  万円増加し、経常利益は３０２百万円減少し、 

く、税引前中間純損失は１１，７９２百万円増加  税引前当期純損失は５，９２９百万円増加して 

している。  いる。 

 また、退職給与引当金及び企業年金制度の   また、退職給与引当金及び企業年金制度の 

過去勤務債務等に係る未払金は、退職給付引  過去勤務債務等に係る未払金は、退職給付引 

当金に含めて表示している。  当金に含めて表示している。 

   

 （金融商品会計）  （金融商品会計）  （金融商品会計） 

 当中間会計期間から金融商品に係る会計基  当中間会計期間からその他有価証券のうち  当期から金融商品に係る会計基準（「金融商 

準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する 時価のあるものの評価の方法について、金融 品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企 

意見書」（企業会計審議会 平成 11 年 1 月 22 商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基 業会計審議会 平成 11 年 1 月 22 日））を適用 

日））を適用し、金利スワップ、有価証券及びゴ 準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 し、金利スワップ、有価証券及びゴルフ会員権 

ルフ会員権の会計処理方法、及び貸倒引当金 平成１１年 1 月２２日））を適用している。 の会計処理方法について変更している。この結 

の計上基準について変更している。この結果、  この結果、その他有価証券評価差額金△８６ 果、従来の方法によった場合と比較して経常利 

従来の方法によった場合と比較して、経常利益 ２百万円が計上されている。 益は０百万円減少し、税引前当期純損失は５， 

は１７百万円少なく、税引前中間純損失は、９，  ４４９百万円増加している。 

７０３百万円増加している。   また、期首時点で保有する有価証券の保有 

 また、期首時点で保有する有価証券の保有  目的を検討し、売買目的有価証券、満期保有 

目的を検討し、売買目的有価証券及び満期保  目的の債券及びその他有価証券に含まれてい 

有目的の債券のうち1 年内に満期の到来するも  る債券のうち1 年内に満期の到来するものは流 

のは流動資産の有価証券として、それら以外は  動資産の有価証券として、それら以外は投資有 

投資有価証券として表示している。その結果、  価証券として表示している。その結果、流動資 

流動資産の有価証券は５百万円減少し、投資  産の有価証券は５百万円減少し、投資有価証 

有価証券は５百万円増加している。  券は５百万円増加している。 

 当中間会計期間においては、その他有価証   当期においてはその他有価証券のうち時価 

券のうち時価のあるものについて時価評価を行  のあるものについて時価評価を行っていない。 

っていない。   なお、平成 12 年大蔵省令第 8 号附則第 4 項 

 なお、平成 12 年大蔵省令第 10 号附則第 3  によるその他有価証券に係る貸借対照表計上 

項によるその他有価証券に係る中間貸借対照  額等は次のとおりである。 

表計上額等は次のとおりである。  貸借対照表計上額 ８，６８７ 百万円 

中間貸借対照表計上額 ７，８７３ 百万円  時価 ８，１５９  

時価 ７，９４８   評価差額金相当額 △３０５  

評価差額金相当額 ４４ 百万円  繰延税金資産相当額 ２２３  

繰延税金負債相当額 ３１    
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前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

（自 平成 12 年 4 月 1 日 （自 平成 13 年 4 月 1 日 （自 平成 12 年 4 月 1 日 

至 平成 12 年 9 月 30 日） 至 平成 13 年 9 月 30 日） 至 平成 13 年 3 月 31 日） 

   

 （外貨建取引等会計基準）   （外貨建取引等会計基準） 

 当中間会計期間から改訂後の外貨建取引等 ―  当期から改訂後の外貨建取引等会計処理基 

会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準  準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関 

の改訂に関する意見書」 （企業会計審議会   する意見書」 （企業会計審議会 平成１１年 10 

平成１１年 10 月 22 日））を適用している。この変  月 22 日））を適用している。この変更による損益 

更による損益への影響は軽微である。  への影響は軽微である。 
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 注記事項 

 （中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末 

（平成 12 年 9 月 30 日） （平成 13 年 9 月 30 日） （平成 13 年 3 月 31 日） 

１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 １ 有形固定資産の減価償却累計額は、 １ 有形固定資産の減価償却累計額は、 

   ３８，２１２百万円である。    ３６，４６２百万円である。    ３９，３２９百万円である。 

   

２ 担保資産及び担保付債務 ２ 担保資産及び担保付債務 ２ 担保資産及び担保付債務 

  担保に供している資産は次のとおりである。   担保に供している資産は次のとおりである。   担保に供している資産は次のとおりである。 

 建物 １，２８７ 百万円  建物 １，２２２ 百万円  建物 １，２５７ 百万円 

 構築物 １２１   構築物 １１２   構築物 １１６  

 機械及び装置 １，６４５   機械及び装置 １，５０４   機械及び装置 １，４９７  

 土地 ３７   土地 ３７   土地 ３７  

 借地権 ２０   借地権 ２０   借地権 ２０  

 有価証券 ６００   有価証券 １，２００   有価証券 ２，４００  

 投資有価証券 ３，８３６   投資有価証券 ５，７５７   投資有価証券 ６，１１９  

 計 ７，５４６   計 ９，８５２   計 １１，４４６  

  上記のうち工場財団設定分は次のとおりで   上記のうち工場財団設定分は次のとおりで   上記のうち工場財団設定分は次のとおりで 

  ある。   ある。   ある。 

 建物 ４１４ 百万円  建物 ３８７ 百万円  建物 ３９７ 百万円 

 構築物 １２１   構築物 １１１   構築物 １１６  

 機械及び装置 １，６４５   機械及び装置 １，５０４   機械及び装置 １，４９７  

 借地権 ２０   借地権 ２０   借地権 ２０  

 計 ２，２００   計 ２，０２２   計 ２，０３０  

  担保付債務は次のとおりである。   担保付債務は次のとおりである。   担保付債務は次のとおりである。 

 長期借入金 ３４６ 百万円  一年以内に償還 百万円  一年以内に償還 百万円 

 転換社債 １，２５４   予定の転換社債 
１，２５４ 

  予定の転換社債 
１，２５４ 

 

 （工場財団分）    （工場財団分）    （工場財団分）   

 保証債務 ２，５００   長期借入金 ３０２   長期借入金 ３２４  

 計 ４，１００   保証債務 ２，５００   保証債務 ２，５００  

     計 ４，０５６   計 ４，０７８  

３ 保証債務（借入金に係る保証） ３ 保証債務 ３ 保証債務 

  ＤＡＩＫＥＮ ＳＡＲＡＷＡＫ ＳＤＮ．ＢＨＤ．   下記会社の銀行借入に対し、次のとおり   下記会社の銀行借入に対し、次のとおり 

 ３，６１０ 百万円   保証を行っている。   保証を行っている。 

  （うち外貨建 ２３１    ＤＡＩＫＥＮ ＳＡＲＡＷＡＫ ＳＤＮ．ＢＨＤ．   ＤＡＩＫＥＮ ＳＡＲＡＷＡＫ ＳＤＮ．ＢＨＤ． 

ＵＳ＄ １，４２８ 千、  ２，８１５ 百万円  ３，１４８ 百万円 

Ｍ＄ ２，６９９ 千）   （うち外貨建 １０７  （うち外貨建 ７０  

  ダイライト(株) ２，５００  Ｍ＄ ３，４１９ 千） Ｍ＄ ２，１５７ 千） 

  ダイケンホーム(株)の住宅購入者   ダイライト(株) ２，５００    ダイライト(株) ２，５００  

  （住宅ローンつなぎ融資）   ダイケンホーム(株)の住宅購入者   ダイケンホーム(株)の住宅購入者 

 ８０８    （住宅ローンつなぎ融資）   （住宅ローンつなぎ融資） 

当社の土地購入者 １６   ４６１   ５８４  

 計 ６，９３４    当社の土地購入者 １５  当社の土地購入者 １６  

  計 ５，７９１   計 ６，２４８  

   

   上記以外に下記の保証を行っている。  

   （債権流動化に対する買戻し義務）  

   （株）越路他 4 社 １９９ 百万円  
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前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末 

（平成 12 年 9 月 30 日） （平成 13 年 9 月 30 日） （平成 13 年 3 月 31 日） 

   

４ 受取手形割引高は、１０，７２８百万円 ４ 受取手形裏書譲渡高は、１，０９４百万円 ― 

   である。    である。  

   

５ 消費税等の取扱い ５ 消費税等の取扱い ― 

  仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺   同左  

 のうえ、金額的重要性が乏しいため、流動負   

 債の「その他」に含めて表示している。   

   

６ 一部の取引先との決済方法を、債務につ ６ 一部の取引先との決済方法を、債務につ ６ 一部の取引先との決済方法を、債務につ 

  いては据置現金支払い（手形決済に依った   いては据置現金支払い（手形決済に依った   いては据置現金支払い（手形決済によった 

  場合の満期日に現金で支払う方法）にして   場合の満期日に現金で支払う方法）にして   場合の満期日に現金で支払う方法）にして 

  おり、併せて農中信託銀行及び住友信託銀   おり、併せて農中信託銀行及び住友信託銀   おり、併せて農中信託銀行及び住友信託銀 

  行へこの債務を一括譲渡している。   行へこの債務を一括譲渡している。   行へこの債務を一括譲渡している。 

   譲渡額は「未払金」に含まれている。    譲渡額は「未払金」に含まれている。    譲渡額は「未払金」に含まれている。 

   未払金    未払金    未払金 

 農中信託銀行 ２，３２１ 百万円  農中信託銀行 １，９３２ 百万円  農中信託銀行 １，５９９ 百万円 

 住友信託銀行 １１，８０１   住友信託銀行 １３，４２１   住友信託銀行 １３，０１５  

   

― ７ 流動資産の「その他」には資産流動化を ７ 流動資産の「その他」には資産流動化を 

   目的とした営業債権売却に伴う支払留保額   目的とした営業債権売却に伴う支払留保額 

   １，３２７百万円が含まれている。   ４９７百万円が含まれている。 

   

８ 中間期末日満期手形の会計処理につい ８ 中間期末日満期手形の会計処理につい ８ 期末日満期手形の会計処理については､ 

  ては、手形交換日をもって決済処理してい   ては、手形交換日をもって決済処理してい   手形交換日をもって決済処理している。 

  る。   る。    なお、当事業年度の末日は金融機関の休 

   なお、当中間会計期間の末日は金融機関    なお、当中間会計期間の末日は金融機関   日であったため、次の満期手形が期末残高 

  の休日であったため、次の中間期末日満期   の休日であったため、次の中間期末日満期   に含まれている。 

  手形が中間期末残高に含まれている。   手形が中間期末残高に含まれている。  受取手形 ４，７９４ 百万円 

 受取手形 ６，０７４ 百万円  受取手形 ２，１７１ 百万円  支払手形 ２，２６３  

 支払手形 ２，６８１   支払手形 １，９４７      
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 注記事項 

 （中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

（自 平成 12 年 4 月 1 日 （自 平成 13 年 4 月 1 日 （自 平成 12 年 4 月 1 日 

至 平成 12 年 9 月 30 日） 至 平成 13 年 9 月 30 日） 至 平成 13 年 3 月 31 日） 

   

１ 営業外収益のうち主要なもの １ 営業外収益のうち主要なもの １ 営業外収益のうち主要なもの 

 受取利息 ４２２ 百万円  受取利息 ３０７ 百万円  受取利息 ６９２ 百万円 

            

２ 営業外費用のうち主要なもの ２ 営業外費用のうち主要なもの ２ 営業外費用のうち主要なもの 

 支払利息 ４４６ 百万円  支払利息 ５３９ 百万円  支払利息 １，０５２ 百万円 

            

３ 特別利益のうち主要なもの ３ 特別利益のうち主要なもの ３ 特別利益のうち主要なもの 

 退職給付信託設定益 ６，４５１ 百万円  投資有価証券売却益 ４９ 百万円  退職給付信託設定益 ６，４５１ 百万円 

 営業権譲渡益 ３００   ゴルフ会員権売却益 ２   営業権譲渡益 ３００  

 有価証券売却益 ４９３   金利スワップ評価戻入益 ３，１２６   投資有価証券売却益 ６４６  

     貸倒引当金戻入額 ４０      

            

４ 特別損失のうち主要なもの ４ 特別損失のうち主要なもの ４ 特別損失のうち主要なもの 

 固定資産除却損失 ３０ 百万円  固定資産除却損失 １３ 百万円  固定資産除却損失 ２０１ 百万円 

 投資有価証券評価損 ９０   投資有価証券評価損 ３６２   投資有価証券評価損 １２９  

 貸倒引当金特別繰入額 ３，４００   役員退職金 １０４   貸倒引当金特別繰入額 ３，４５４  

 役員退職金 ７１   ゴルフ会員権評価損 ２１   役員退職金 ７１  

 退職給付引当金繰入額 １１，４４３   金利スワップ解約損失 ３，０７３   退職給付会計基準  

 金融商品評価損 ３，６４０       変更時差異償却額 
１２，０７８ 

 

 債務保証損失引当金繰入額 ２，５００       金利スワップ評価損失 ５，０９９  

 ゴルフ会員権評価損 ２１４       債務保証損失引当金繰入額 ２，５００  

 関係会社株式評価損 ８２       ゴルフ会員権評価損 ２１６  

         関係会社株式評価損 ７０  

         関係会社株式整理損 ３２  

         金利スワップ解約損失 ４５２  

         住設他事業撤退損 ２２８  

         貸倒損失 ２９０  

            

５ ゴルフ会員権評価損には貸倒引当金繰 ５ ゴルフ会員権評価損には貸倒引当金繰 ５ ゴルフ会員権評価損には貸倒引当金繰 

   入額８４百万円を含んでいる。    入額４百万円を含んでいる。    入額８３百万円を含んでいる。 

            

６ 減価償却実施額 ６ 減価償却実施額 ６ 減価償却実施額 

 有形固定資産 １，７０７ 百万円  有形固定資産 １，１９９ 百万円  有形固定資産 ３，４９５ 百万円 

 無形固定資産 １０１   無形固定資産 ８２   無形固定資産 １８９  
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 （リース取引関係） 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

（自 平成 12 年 4 月 1 日 （自 平成 13 年 4 月 1 日 （自 平成 12 年 4 月 1 日 

至 平成 12 年 9 月 30 日） 至 平成 13 年 9 月 30 日） 至 平成 13 年 3 月 31 日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると １．リース物件の所有権が借主に移転すると １．リース物件の所有権が借主に移転すると 

  認められるもの以外のファイナンス・リース取   認められるもの以外のファイナンス・リース取   認められるもの以外のファイナンス・リース取 

  引   引   引 

 （１）リース物件の取得価額相当額、減価償却  （１）リース物件の取得価額相当額、減価償却  （１）リース物件の取得価額相当額、減価償却 

  累計額相当額及び中間期末残高相当額   累計額相当額及び中間期末残高相当額   累計額相当額及び期末残高相当額 

（単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円） 

  取 得 減価償却 中間期末    取 得 減価償却 中間期末    取 得 減価償却 期 末  

  価 額 累 計 額 残 高    価 額 累 計 額 残 高    価 額 累 計 額 残 高  

  相当額 相 当 額 相 当 額    相当額 相 当 額 相 当 額    相当額 相 当 額 相当額  

 機械及   機械及   機械及  

 び装置 
３２６ ２１０ １１６ 

  び装置 
２２５ １６４ ６１ 

  び装置 
２４０ １６１ ７９ 

 

 工具器   工具器   工具器  

 具備品 
１，３６３ ７０１ ６６２ 

  具備品 
１，１４４ ４５２ ６９２ 

  具備品 
１，３４１ ６４８ ６９３ 

 

      

 
その他 ３１０ １８４ １２６ 

  
その他 ２８６ １１９ １６７ 

  
その他 ３２２ １４５ １７７ 

 

      

 
合 計 １，９９９ １，０９５ ９０４ 

  
合 計 １，６５５ ７３５ ９２０ 

  
合 計 １，９０３ ９５４ ９４９ 

 

 （注）取得価額相当額は、未経過リース料中  （注）取得価額相当額は、未経過リース料中  （注）取得価額相当額は、未経過リース料期 

  間期末残高が有形固定資産の中間期末残   間期末残高が有形固定資産の中間期末残   末残高が有形固定資産の期末残高等に占 

  等に占める割合が低いため、支払利子込み   等に占める割合が低いため、支払利子込み   める割合が低いため、支払利子込み法によ 

  法により算定している。   法により算定している。   り算定している。 

   

 （２）未経過リース料中間期末残高相当額  （２）未経過リース料中間期末残高相当額  （２）未経過リース料期末残高相当額 

 １年内 ３８４ 百万円  １年内 ３３７ 百万円  １年内 ３５５ 百万円 

 １年超 ５２０   １年超 ５８３   １年超 ５９４  

 合計 ９０４   合計 ９２０   合計 ９４９  

 （注）未経過リース料中間期末残高相当額は､  （注）未経過リース料中間期末残高相当額は､  （注）未経過リース料期末残高相当額は、未 

  未経過リース料中間期末残高が有形固定   未経過リース料中間期末残高が有形固定   経過リース料期末残高が有形固定資産の 

  資産の中間期末残高等に占める割合が低   資産の中間期末残高等に占める割合が低   期末残高等に占める割合が低いため、支払 

  いため、支払利子込み法により算定してい   いため、支払利子込み法により算定してい   利子込み法により算定している。 

  る。   る。  

   

 （３）支払リース料及び減価償却費相当額  （３）支払リース料及び減価償却費相当額  （３）支払リース料及び減価償却費相当額 

 支払リース料 ２５３ 百万円  支払リース料 ２０５ 百万円  支払リース料 ４５７ 百万円 

 減価償却費相当額 ２５３   減価償却費相当額 ２０５   減価償却費相当額 ４５７  

   

 （４）減価償却費相当額の算定方法  （４）減価償却費相当額の算定方法  （４）減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零    同左    同左 

  とする定額法によっている。   

   

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料   未経過リース料   未経過リース料 

 １年内 １３ 百万円  １年内 ４ 百万円  １年内 ６ 百万円 

 １年超 ２０   １年超 ９   １年超 ５  

 合計 ３３   合計 １３   合計 １１  
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 （有価証券関係） 

 

 前中間会計期間、当中間会計期間、及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

 

 


